
１　目的

２　調査の概要

(１)　調査対象

(２)　調査方法

郵送法（郵送による発送、返信用封筒による返送）

(３)　調査時点

概ね平成25年2月1日時点

(４)　調査項目

被災の状況 ／ 事業の再開状況 ／ 事業所の復旧状況

雇用の状況・今後の雇用予定 ／ 業績（売上）の状況　／　現在の課題

(５)　回収結果

有効回収率　　６６．６％（１，６４０事業所／２，４６２事業所）

(６)　回答事業所の属性

①産業分類別 ②市町村別
産業分類 事業所数 割合 市町村別 事業所数 割合 市町村別 事業所数 割合

建設業 178 10.9% 洋野町 11 0.7% 宮古市 322 19.6%

水産加工業 87 5.3% 久慈市 43 2.6% 山田町 143 8.7%

製造業 野田村 46 2.8% 大槌町 134 8.2%

（水産加工業除く） 普代村 8 0.5% 釜石市 200 12.2%

卸売・小売業 451 27.5% 田野畑村 13 0.8% 大船渡市 476 29.0%

その他 795 48.5% 岩泉町 13 0.8% 陸前高田市 219 13.4%

未回答 12 0.7%

③被災状況別
　津波による建物被害 津波による設備等被害

被害区分 事業所数 割合 被害区分 事業所数 割合

全壊 1,152 70.2% 全壊 1,231 75.1%

半壊 260 15.9% 半壊 133 8.1%

一部損壊 60 3.7% 一部損壊 87 5.3%

被害なし 47 2.9% 被害なし 19 1.2%

未回答 121 7.4% 未回答 170 10.4% ※合計は全て1,640

　 東日本大震災津波で被災した市町村の産業（主に商工業）の復旧、復興状況
を把握し、適宜復興に関する施策立案に反映させるため、被災事業所を対象に
状況調査を定期的に実施する。

129 7.9%

　被災12市町村の商工会議所又は商工会の会員等で被災した事業所を中心とした
2,462事業所（調査対象者の詳細は、下記「留意事項」の1、2を参照のこと）

※留意事項※ 
1.調査対象事業所について 
 商工会議所又は商工会の会員事業所であっても、以下の事業所は平成24年第1回の調査対象から除外し
ている。 
 ① 商工業に該当しない事業所（農林水産業、医療機関、アパート経営者等） 
 ② 平成24年第1回調査名簿作成時点（平成24年1月時点）で廃業が確定していた事業所や住所不明の 
     事業所（調査対象事業所を固定するため、その後住所が判明しても調査対象事業所には加えていない） 
 
2. 集計方法について 
  各設問項目の調査結果は、回答のあった事業所（1,640事業所）から、被害なしと回答した事業所（31事業
所）を除外した、1,609事業所で集計している。 

 ただし、「事業再開の状況(p2)」、「事業所の復旧状況(p3)」、「業績の状況(p6)」では、過去の調査結果との

比較のため、平成24年第1回、第2回調査で廃業が確認できた194事業所を加えた1,803事業所で集計してい

る。 
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３-１　調査結果の概要(１)　事業再開の有無

①事業再開の状況

＜産業分類別の再開状況＞

②再開又は再開予定の場所 1.再開済、2.一部再開、.3再開予定、4.再開を検討中を選択した事業所のみ回答

○ 事業所の再開状況では、「再開済」と回答した事業所は55.7％（1,005事業所/1,803事業
所）で、前回（51.5%）と比べて4.2ポイント上昇し、「一部再開済」と回答した事業所は
23.2%（418/1,803）で、前回（26.3%）と比べて3.1ポイント低下した。 
 「再開済」又は「一部再開済」と回答した事業所は78.9%で、前回（77.9%）と比べて1.0
ポイント上昇した。 
 

○ 産業分類別で、「再開済」又は「一部再開済」と回答した事業所は、建設業が93.3％
（168/180：前回94.9%）で最も割合が高く、卸売小売業が73.8%（380/515：前回
72.5%）と最も割合が低かった。 
 
○ 事業を再開した場所（予定を含む）は、「同じ市町村内」（震災前と同じ場所又は同じ市町
村で異なる場所の合計）と回答した事業所が90.2%（1,452/1,609）であった。 
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*
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※1：凡例内の（ ）は、今回調査の集計対象事業所数を示す。 

※2：全体及び産業分類別集計の「廃業」には、今回調査で「廃業」と回答した30事業者に、前回調査で「廃業」が確認

された194事業者を加えた。 
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51.5% 

23.2% 
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3.3% 

4.7% 
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12.4% 
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1.6% 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（H25.2） 

前回（H24.8) 

1.再開済(1005) 2.一部再開済(418) 3.再開予定(60) 

4.検討中(67) 5.廃業(224) 99.未回答(29) 

45.7% 44.5% 

2.7% 2.4% 4.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

再開場所 

1.被災前と同じ場所(736) 2.被災前と同じ市町村で異なる場所(716) 
3.被災前と異なる市町村(44) 4.未定(38) 
99.未回答(75) 
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３-２　調査結果の概要(２)　事業所の復旧状況

事業所で直接被害を受けた建物や設備の全体的な復旧の程度

＜産業分類別の事業所の復旧状況＞

○ 直接被害を受けた建物や設備の復旧状況では、「およそ半分以上復旧（1～3の合計）」と
回答した事業所は48.0%（865/1,803）で、前回（46.0％）と比べて2.0ポイント上昇し
た。 
 一方で、「復旧が進んでいない（5,7の合計）」と回答した事業所は23.9%（431/ 
1,803）で、前回（26.1%）と比べて2.2ポイント低下した。 
 
○ 産業分類別で、「およそ半分以上復旧」と回答した事業所は、製造業が65.0%（89/ 
137：前回56.4%）で最も割合が高く、卸売小売業が40.0%（206/515：前回37.5%）
で最も割合が低かった。 
 
○ 前回調査と比較すると、「およそ半分以上復旧」と回答した事業所の割合が最も上昇した
のは水産加工業で、前回（55.4％）から9.5ポイント上昇し64.9%（61/94）であった。 
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された194事業者を加えた。 

27.8% 

23.9% 

10.8% 

11.5% 

9.4% 

10.5% 

4.2% 

4.4% 

3.0% 

4.7% 

20.4% 

19.6% 

20.9% 

21.4% 

3.5% 

3.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（H25.2） 

前回（H24.8) 

1.ほぼ震災前の状態に復旧した(501) 2.およそ3/4程度復旧した(195) 

3.およそ半分復旧した(169) 4.およそ1/4程度復旧した(76) 

5.あまり復旧していない(54) 6.仮設店舗・事務所で再開(368) 

7.全く復旧していない(377) 99.未回答(63) 

※1：凡例内の（ ）は、今回調査の集計対象事業所数を示す。 

※2：全体及び産業分類別集計の「全く復旧していない」には、今回調査で「全く復旧していない」と回答した183事業者

に、前回調査で「廃業」が確認された194事業者を加えた。 
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３-３　調査結果の概要(３)　雇用の状況

　①被災前と現在の従業員数

　②今後の雇用予定者数

75.1% 

63.7% 

17.9% 

27.7% 

3.8% 

5.3% 

2.9% 

2.9% 

0.3% 

0.3% 

0.0% 

0.1% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25.8月以降の雇

用予定 

H25.8月までの 

雇用予定 

0人 １～４人 ５～９人 １０～４９人 ５０～１００人 １００人以上 

○ 震災前と現在の従業員数の状況では、震災前に比べて多くの調査対象事業所で従業員数が

減少した。 

 現在の従業員数を前回調査と比較すると、「0人」の割合が低下するとともに、「5～9

人」「10～49人」の割合が上昇した。 
 
○ 回答のあった事業所の今年8月頃まで（半年間）の雇用増数は、「0人」が63.7%

（836/1,312）で最も割合が高い一方、一人以上の雇用増を予定している事業所は36.3%

（476/1,312）であった。 

  また、今年8月以降に一人以上の雇用増を予定している事業所は24.9%（295/1,185）

であった。 
 
○ 回答のあった事業所の雇用増数を合計すると、今年8月までの間に約2,200人（1事業所

平均1.6人）、今年8月以降に約1,600人（同平均1.3人）、合計で約3,800人（同平均2.9

人）の雇用が予定されており、前回調査の合計約3,600人（同平均2.8人）よりも約200人

増加した。 
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被災前 

0人 １～４人 ５～９人 １０～４９人 ５０～９９人 １００人以上 

※1：従業員数、雇用予定者数は、人数を記入していただいたものを分類した。 

※2：未回答の事業者は集計対象から除外した。 

に、前回調査で「廃業」が確認された194事業者を加えた。 
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【参考：今後６カ月間（概ね平成25年8月まで）の雇用予定者数】

＜正規、非正規別の雇用予定者数＞

＜産業分類別の雇用予定者数＞
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45.3% 
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63.4% 
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製造業(109) 

（水産加工除く） 
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※1：従業員数、雇用予定者数は、人数を記入していただいたものを分類した。 

※2：未回答の事業者は集計対象から除外した。 
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３-４　調査結果の概要(4)　業績（売上等）の状況

*

＜産業分類別の業績（売上等）の変化＞

　現在（平成24年8月1日頃）と震災前（平成23年3月1日頃）を比較した業績（売上等）の変化
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1.被災前よりもよい(359) 2.同じ程度(283) 3.1/4程度減少(334) 
4.半分程度減少(279) 5.3/4程度減少(154) 6.事業未再開(317) 
7.その他(22) 99.未回答(55) 
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4.6% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（180） 

前回（176） 

今回（94） 

前回（101） 

今回（137） 

前回（117） 

今回（515） 

前回（506） 

今回（877） 

前回（879） 

*
*

*
*

*
○ 業績（売上等）の状況では、「震災前よりも減少した（3～6の合計）」と回答した事業
所の割合は60.1%（1,084/1,803）で、前回（62.2%）から2.1ポイント低下した。 
 一方、「被災前と同程度又は上回っている（1,2の合計）」と回答した事業所は35.6%
（642/1,803）で、前回（33.2%）から2.4ポイント上昇した。 
 
○ 産業分類別で、「被災前と同程度又は上回っている」と回答した事業者は、建設業が
80.6％（145/180：前回83.5%）で最も割合が高く、最も割合が低かったのは水産加工
業の11.7%（11/94：前回8.9％）であった。 
 
※調査項目が前回調査と変更になったことから、前回調査で「ある程度減少（0～50％）」の割合は、今回調査の「1/4

程度減少」と「半分程度減少」を足し合わせた割合と比較している（グラフの太線表記部分）。 

  同様に、前回調査の「大幅に減少（50％以上）」の割合は、今回調査の「3/4程度減少」の割合と比較している。 

※1：凡例内の（ ）は、今回調査の集計対象事業所数を示す。 

※2：全体及び産業分類別集計の「事業が再開していない」には、今回調査で「事業が再開していない」と回答した123

事業者に、前回調査で「廃業」が確認された194事業者を加えた。 
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大幅（半分以上）減少 

6



３-５　調査結果の概要(5)　現在の課題

＜産業分類別での課題＞

107

452

799

現在の課題の中で回答するものを３つ選択

○ 現在抱えている課題（3つ選択）では、「売上・利益率の低下」と回答した事業者が39.0%

（575/1,473）で最も割合が高く、次いで「取引先の減少」（29.9%）の割合が高かった。 

  前回調査と比較すると、「売上・利益率の低下」「取引先の減少」「雇用の確保」「事業用

地の確保」などと回答した事業者の割合が上昇した。 
 
○ 産業分類別で、建設業で「雇用の確保（50.6%）」の割合が最も高く、次いで「施設整備

資金不足（29.8%）」の割合が高い。 
 
 水産加工業では、「売上・利益率の低下（44.0%）、取引先の減少（40.5%）、雇用の確

保（34.5%）、運転資金の不足（31.0%）」の割合が、製造業では、「売上・利益率の低下

（41.0%）、取引先の減少（41.0%）、運転資金の不足（31.6%）」の割合が高い。 
 
   卸売・小売業、では、「売上・利益率の低下（50.8%）、取引先の減少（41.7%）」の

割合が、その他の産業では「売上・利益率の低下（37.4%）、設備整備資金の不足

（30.5%）」の割合が高い。 
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％ 

※凡例内の（ ）は、今回調査の集計対象事業所数を示す 

事業者に、前回調査で「廃業」が確認された194事業者を加えた。 
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